
株式のご案内

毎年4月1日から翌年3月31日
剰余金の配当基準日 毎年3月31日

（中間配当を行う場合は9月30日）
※配当金のお受け取りについては、当行本支店の預金口座
　への振込みをご指定いただきますと、早くて便利です。

事 業 年 度

〔郵便物送付先・お問い合わせ先〕

証券会社に口座をお持ちの場合

郵便物送付先

お取扱店

電話お問い合わせ先 お取引の証券会社になります。

ご注意

郵便物送付先

お取扱店

電話お問い合わせ先

ご注意

未払配当金の支払（※）、支払明細発行につい
ては、下記「特別口座の場合」の郵便物送付先・
電話お問い合わせ先・お取扱店をご利用下さい。

0120-288-324（フリーダイヤル）

特別口座の場合

みずほ信託銀行株式会社
　本店および全国各支店
みずほ証券株式会社
　本店、全国各支店および営業所

〒168-8507　東京都杉並区和泉2-8-4

単元未満株式の買取・買増以外の株式売買
は出来ません。電子化前に名義書換を失念
してお手元に他人名義の株券がある場合は
至急ご連絡下さい。

株式情報

1.発行可能株式総数

　普通株式  ……………………320,000,000株

　A種優先株式…………………320,000,000株

2.発行済株式の総数

　普通株式  ………………………80,964,300株

　A種優先株式  …………………30,000,000株

3.総株主数

　普通株式 ………………………………5,673名

　A種優先株式  …………………………………1名

4.大株主

（平成25年3月31日現在）

（注）1.持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
　  2.持株比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。
　  3.普通株式の持株比率は、自己株式（377,312株）を控除して計算しております。

②　A種優先株式
株主の氏名又は名称

当行への出資状況
持株数 持株比率

株 式 会 社 整 理 回 収 機 構 30,000千株 100.00 %

株式の状況

株主の氏名又は名称
当行への出資状況

持株数 持株比率

株式会社みずほコーポレート銀行

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社（ 信 託 口 4 ）
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①　普通株式

定 時 株 主 総 会 毎年6月下旬
単 元 株 式 数 1,000株
株主名簿管理人
事 務 取 扱 場 所

東京都中央区八重洲1丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

公 告 方 法 電子公告により、当行ホームページ
（http://nangin.jp）に掲載いたします。
ただし、事故その他やむを得ない事由によ
って電子公告による公告をする事ができ
ない場合には、日本経済新聞および鹿児島
市において発行する南日本新聞に掲載し
て行います。

株 式 会 社 福 岡 銀 行

財団法人岩崎育英文化財団

明治安田生命保険相互会社

西 日 本 信 用 保 証 株 式 会 社

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社

共栄火災海上保険株式会社

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社

南 日 本 銀 行 行 員 持 株 会

※未払配当金のみ、みずほ銀行　全国本支店でもお取扱いたします。

　コア業務純益は、貸出金利息の減少等により前期に比べ１億
41百万円減少し、38億68百万円となりました。
　経常利益は、不良債権額の減少等により前期に比べて6億65
百万円増加の22億29百万円となりました。当期純利益につい
ては、前期は特別利益に厚生年金基金代行返上益２４億５２百万円
を計上しましたが、当期はこのような特殊要因がないことから、前期
に比べて9億67百万円減少の1７億2６百万円となりました。

損益の状況

●コア業務純益とは？
　銀行の基礎的な収益力を示す指標で「業務粗利益」から「国債等債券の
売買損益」を控除し「経費（人件費・物件費・税金）」を差し引いたもので、
銀行本来業務から得られる利益を示したものです。    

●経常利益と当期純利益とは？
　経常利益は銀行の営業活動によって通常発生する収益（経常収益）から
費用（経常費用）を差し引いたもので、毎年生じる通常の利益を表します。
この経常利益に、その年に特別に発生した利益と損失（特別利益、特別
損失）と税金を加減したものが最終的な利益の当期純利益となります。

●損益の推移 コア業務純益 経常利益 中間純利益

用語解説

不良債権の状況
　金融再生法の開示基準による不良債権は３72億円で、総与信に対す
る比率は7.00％となりました。
　平成２5年3月末の開示債権額のうち８5.96％については、担保・保
証や貸倒引当金で十分な保全を行っております。

＜金融機能再生法上の区分概要＞           
①〔破産更生債権等〕：破産、会社更生等の理由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権のことです。  
②〔危険債権〕：お取引先が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取ができない可能性の高い債権のことです。
③〔要管理債権〕：３ヵ月以上延滞している貸出金及び貸出条件を緩和している債権のことです。

正常債権
93.00%

要管理債権 0.76%

危険債権 4.12%
破産更生債権等
2.12%

●平成25年3月末の状況

●平成25年3月末保全状況

保全率
85.96%

平成25年3月末平成24年3月末平成23年3月末

●金融機能再生法に基づく開示債権 （単位：億円）
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